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健康福祉委員会資料 

（健康福祉局関係） 

２ 陳情の審査 

 （１）陳情第８２号 後期高齢者の医療費窓口負担の現状維持を求める意見

書提出の陳情 

資料１ 国の後期高齢者医療制度における窓口負担割合の見直しについて

参考資料１ 後期高齢者医療制度の運営状況等について 

参考資料２ 厚生労働省保険局高齢者医療課説明資料（抜粋） 

令和３年５月２６日 

健康福祉局 



(単位 人)
川崎区 幸区 中原区 高津区 宮前区 多摩区 麻生区 市合計 【参考】県全域
20,978 16,006 16,488 17,676 19,967 17,746 17,535 126,396 1,034,348

(90.07%) (90.79%) (85.39%) (87.87%) (86.21%) (85.52%) (82.41%) (86.85%) (88.92%)
2,312 1,623 2,821 2,441 3,194 3,004 3,744 19,139 128,831

(9.93%) (9.21%) (14.61%) (12.13%) (13.79%) (14.48%) (17.59%) (13.15%) (11.08%)
15,774 11,843 11,443 12,741 13,621 11,900 10,782 88,104 686,831

(67.73%) (67.18%) (59.26%) (63.33%) (58.81%) (57.35%) (50.67%) (60.54%) (59.05%)
5,204 4,163 5,045 4,935 6,346 5,846 6,753 38,292 347,517

(22.34%) (23.61%) (26.13%) (24.53%) (27.40%) (28.17%) (31.74%) (26.31%) (29.88%)
2,312 1,623 2,821 2,441 3,194 3,004 3,744 19,139 128,831

(9.93%) (9.21%) (14.61%) (12.13%) (13.79%) (14.48%) (17.59%) (13.15%) (11.08%)
23,290 17,629 19,309 20,117 23,161 20,750 21,279 145,535 1,163,179

※

窓口負担割合
現
行
制
度

改
正
法
案

本推計値  厚生労働省  詳細 対象者 抽出条件 示         神奈川県後期高齢者医療広域連合 市町村 参考      令和２年12月及 令
和３年１月 被保険者数     独自 加重平均 試算        厚生労働省 今後公表  数値等 乖離 出 可能性       留意願    

１割負担

３割負担

１割負担

２割負担

３割負担

合計

国の後期高齢者医療制度における窓口負担割合の見直しについて
（高齢者の医療の確保に関する法律の一部改正）

１．後期高齢者医療制度のしくみ

（1）後期高齢者医療制度 運営 役割分担    （法第48条）

（2）医療費の負担割合について
【 】内の数値は本市被保険者分の医療費の理論値 (単位：百万円)

①窓口負担（法第67条第1項）※現在の制度を説明しています。
・毎年８月１日に当該年度の市町村民税課税所得により決定

ア．課税所得(※)が145万円未満…自己の窓口負担割合は１割
イ．課税所得(※)が145万円以上…自己の窓口負担割合は３割

・現役並みの所得のある被保険者は３割負担。窓口負担が３割の医療費には公費は投入されない。

②公費負担（法第93条 第98条）
保険で賄う医療費の５割（国４：都道府県１：市町村１）

③現役世代   支援金（法第100条第１項・第118条 第121条）
・保険で賄う医療費の約４割
・各医療保険者が社会保険診療報酬支払基金経由で、広域連合に交付

④保険料（法第100条第3項・第104条・第106条）
・保険で賄う医療費の約１割（令和２・３年度は11.41％）
・毎年度４月１日を基準日とし、都道府県後期高齢者医療広域連合が決定
・令和２・３年度は所得割が賦課所得額の8.74％、均等割額が43,800円(保険料上限額は年額64万円)

（3）本市 医療費及 公費負担 推移

※課税所得
収入から基礎控除(令和3年度  43万円)、

社会保険料控除 給与所得控除 公的年金
等控除(110万円) 差 引  後 金額

２．国の見直し内容について 「全世代型社会保障改革の方針(令和2年12月15日閣議決定)」
国は方針の中で、「少子高齢化が進み、令和４年度以降、団塊の世代が後期高齢者となり始めることで、(中

略)負担能力のある方に可能な範囲でご負担いただくことにより、後期高齢者支援金の負担を軽減し、若い世

代の保険料負担の上昇を少しでも減らしていくことが、今、最も重要な課題である」と説明。

（1）２割負担の所得基準 国 約370万人(約20.39％)が対象
課税所得が28万円以上かつ、

①単身者は年収(※)200万円以上、②複数世帯は年収(※)320万円以上

（2）配慮措置 国 施行後３年間は外来診療  負担増 最大  月３千円 収    措置
・窓口負担の増が月３千円を超えた分は高額療養費のしくみにより措置する。

・配慮措置による効果は、国試算では年間＋3.4万円→＋2.6万円に軽減

（3）改正法 施行日 国 令和４年10月 令和５年３月 間 政令 定める

※年収
◆年金 公的年金等控除 差 引 前 金額
◆その他の所得は必要経費や給与所得控除を
差 引  後 金額

①窓口負担

１割
Or
３割

【 10,920 】

医療費 【 136,972 】 ※令和元年度本市被保険者数 142,359人

他
法
負
担
分

保険 賄 医療費 【 124,597 】
②公費負担（約５割） 【54,650】
（国４ 都道府県１ 市町村１ ）

④保険料(約１割)
【14,217】

③現役世代   支援金（約４割） 【55,730】
※窓口負担 ３割 医療費  公費 投入されないため、
現役世代   支援金         

・県内市町村が加入する神奈川県後期
高齢者医療広域連合が保険者となり、
市町村と連携して運営

・県内一体となって保険財政の安定化
を目的とする。

広域連合(保険者)
●保険証 発行
●保険料 決定
●医療給付 等

市町村
●保険証の引き渡し
●保険料 徴収
●申請・届出・相談 等

連携

３．本市への影響について

（1）各区別窓口負担割合別人数の推計(神奈川県後期高齢者医療広域連合 試算）

（2）本市後期高齢者の窓口負担額への影響
①令和元年度 本市後期高齢者 医療費(実績)

②受診１件   窓口負担額平均（令和元年度加重平均値）

（3）保険 賄 医療費  影響額（本市令和元年度負担実績 基  理論値）
令和元年度の医療費の実績と広域連合が試算した２割負担となる方の推計値を用いて試算したもの。

★２割負担者26.31%の場合、窓口負担合計は約29億6,300万円の増

資料１

2

・ 医療費総額 約136,972百万円
・ 1人   医療費 962,159円
・ 被保険者人数 142,359人

・ 現行制度負担割合 令和元年度実績
・ 改正法案負担割合 広域連合推計値

◆試算に用いた主なデータ

(以上令和元年度実績)

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度
  医 療 費 118,708 125,567 129,227 136,972 139,587 145,520
  公 費 負 担 8,213 8,542 8,584 9,108 9,584 9,726
※ 令和2 3年度 医療費  令和元年度医療費÷令和元年度被保険者数×各年度 被保険者数（見込）数  算出  推計値
※ 令和2 3年度 公費負担 予算額

(単位 百万円)

受診件数(件) 本人負担分 保険で賄う費用 他法負担分 費用額合計
4,768,223 12,469,065 120,476,003 1,405,298 134,350,367

入院(医科 歯科) 97,393 5,073,357 56,559,090 569,025 62,201,473
入院外 2,361,918 3,856,388 34,930,996 431,317 39,218,702
歯科 428,520 685,624 5,128,982 48,324 5,862,930
調剤 1,870,757 2,804,845 23,022,749 315,579 26,143,172
訪問看護療養費 9,635 48,852 834,185 41,053 924,090

146,887 ▲1,549,157 4,120,965 49,781 2,621,590
4,915,110 10,919,908 124,596,968 1,455,079 136,971,957

※
合計
現金給付  本人負担分   高額療養費 高額介護合算療養費 食事 生活療養費等   本人 負担  費用 現金給
付し保険者が負担するため▲表記となります。

現金給付※

本市 医療費総合計（令和元年度）

現物支給

（単位 千円）

国 神奈川県 川崎市
124,597 54,650 36,434 9,108 9,108 55,730 14,217
121,634 53,169 35,446 8,862 8,862 54,587 13,878
▲2,963 ▲1,482 ▲988 ▲247 ▲247 ▲1,144 ▲338
▲1,880億円 ▲980億円 ▲720億円 ▲180億円

現行制度(実績)
改正法案(試算)
増減(影響額)

 参考 国影響額(厚労省試算)

(単位 百万円)

同額が減少　

保険で賄う
医療費

公費負担 現役世代
支援金 保険料

負担増額 3,002円

歯科 調剤 含    
◆対象者は多くなると予想。

(国 見解  約８割 該当)

◆基本的に償還払い
対象者 一旦窓口 立替

◆国資料     外来受診 他 

（外来上限額18,000円）

◆国は、負担増が月３千円
 超  分 高額療養費

と同様に取り扱う方針

◆２割負担となった方は、
月2.32回以上の受診で

負担増が月額3,000円を超える。
・1,294円×2.32回=3,002円
・2,588円×2.32回=6,004円

◆現在、本市「入院外」窓口負担
 １割 平均 1,294円(②表)

（単位 円）

１割負担 ３割負担 １割負担 ２割負担 ３割負担
42,046 126,138 42,046 84,092 126,138
1,294 3,882 1,294 2,588 3,882
1,251 3,753 1,251 2,502 3,753
1,197 3,591 1,197 2,394 3,591
4,208 12,624 4,208 8,416 12,624

調剤
訪問看護療養費

入院(医科 歯科)
入院外
歯科

現行制度(Ｒ１実績) 改正法案(試算）

入院、入院外等の受診件数ごとに、本人負担分などを集計したもの。

上記①の本人負担分の実績をもとに、負担割合別の受診件数により
加重平均したもの。

上段の現行制度で１割負担の方のうち、下段の改正法案により、２割負担となる方の人数を推計した。



１ 制度概要 

【加入者〔被保険者〕】 

  ① 75 歳以上の方 

  ② 65 歳から 74 歳で一定の障害の状態にあることにより広域連合の認定を受けた方 

【運営主体〔保険者〕】 

後期高齢者医療広域連合：保険証の発行、保険料の決定、医療を受けたときの給付など 

（※市町村の役割：保険証の引渡し、保険料の徴収、申請の受付や相談など） 

２ 自己負担割合及び高額療養費自己負担限度額 

所得区分 判定基準 
自己負担 

割合 

高額療養費自己負担限度額（月額） 

外来（個人単位） 入院（個人単位） 

現役並み 

所得者 
課税所得 145 万円以上※１ ３割 

収入に応じて 80,100～252,600 円 
＋（医療費－267,000～842,000 円）×1% 
 ［多数回該当：44,400～140,100 円］ 

一 般 課税所得 145 万円未満※２

１割 

18,000 円 

［年 144,000 円］ 

57,600 円 

［多数回該当：44,400円］

低所得者Ⅱ 住民税非課税世帯 

8,000 円 

24,600 円 

低所得者Ⅰ 
住民税非課税世帯・ 
年金収入80万円以下など 

15,000 円 

※１ 上記の判定に加え、昭和 20 年 1 月 2 日以降に生まれた被保険者で、本人及び被保険者である世帯員の旧ただし書き 

所得（前年の総所得金額等から 43 万円（令和３年度保険料算定の際の控除額））の合計額が 210 万円以下の場合は、 

１割負担となる。 

※２ 世帯の被保険者全員の収入の合計額が 520 万円未満（世帯の被保険者が１人の場合は 383 万円未満）、または被保険 

者と、国民健康保険または被用者保険の被保険者（70～74 歳に限る）の収入の合計額が 520 万円未満である場合、市 

区町村の窓口に基準収入額適用申請を行い認定されると、申請日の翌月より自己負担の割合が 1 割に変更となる。 

３ 本市加入者（被保険者）の状況（令和３年３月時点） 

所得区分 自己負担割合 被保険者数 割合 
（小数点第２位四捨五入）

現役並み 

所得者 
３割 19,275 人 13.2% 

一 般 

１割 126,444 人 

73,664 人 

86.8% 

50.6% 

低所得者Ⅱ 29,217 人 20.1% 

低所得者Ⅰ 23,563 人 16.2% 

計  145,719 人 

４ 本市の被保険者数と保険料等の推移 

平成 28 年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

本市の被保険者数 126,084 人 131,617 人 137,089 人 142,359 人 145,077 人 151,243 人

保 険 料

均等割額 43,429 円 41,600 円 43,800 円 

所得割率 8.66% 8.25% 8.74% 

１人あたり平均保険料額 91,585 円 88,995 円 96,252 円 

被保険者負担率 10.99% 11.18% 11.41% 

年間保険料限度額 57 万円 62 万円 64 万円 

※ 被保険者数は、H28～R2 年度は各年 3 月から翌年 2 月末までの 12 か月の平均。R3 年度は見込数 

※ 保険料等は、神奈川県後期高齢者医療広域連合「後期高齢者医療保険料の算定について」から取得した。

５ 国における議論の経過 

平成 30 年 12 月
12/20「新経済・財政再生計画改革工程表 2018」を経済財政諮問会議（内閣府）にて決定。

・団塊世代が後期高齢者入りするまでに、後期高齢者の窓口負担について検討 

令和元年 ６月

6/21「経済財政運営と改革の基本方針 2019」を閣議決定 

・団塊の世代が 75 歳に入り始める 2022 年までに、持続可能な社会保障制度に向け

た環境整備を進めるため、改革を着実に推進する。 

令和元年 ９月
9/20 第１回全世代型社会保障検討会議開催 

令和元年 12 月

12/19 全世代型社会保障検討会議中間報告 

・現役世代の負担上昇を抑えながら、全ての世代が安心できる社会保障制度を構築

する。 

・後期高齢者（75 歳以上。現役並み所得者は除く）であっても一定所得以上の方に

ついては、その医療費の窓口負担割合を２割とし、それ以外の方については１割

とする。 

12/19「新経済・財政再生計画改革工程表 2019」を経済財政諮問会議（内閣府）にて決定。

・2020 年夏までに成案を得て、速やかに必要な法制上の措置を講ずる。 

令和２年 12 月
12/15「全世代型社会保障改革の方針」を閣議決定 

令和３年 ２月
2/ 5「全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法

律案」を閣議決定、国会に提出。 

令和３年 ５月
5/11「全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法

律案」が衆議院本会議で可決し、参議院に送られる。

参考資料１ 後期高齢者医療の運営状況等について

３ 



４ 

参考資料２ 厚生労働省保険局高齢者医療課説明資料（抜粋）


